
※分院等開設可能

理事長と複数院長の分離可能（施設長）

※医療法人で老人ﾎｰﾑ等の介護事業可能

【医療法人　モデル定款】

※地域名単独・診療科単独等

　　　　　　　　・同業類似不可

（固有名ｸﾘﾆｯｸとの組合わせは可能）

NO.1



※社員総会・理事会の開催、監事監査

（決算の承認）

※決算期は任意

NO.2

(個人は歴年：1月～12月）



※平成19年3月以前設立の医療法人

　は「出資持分あり」のため医療

　法人に内部留保増加

→相続税負担増　　　

→MS法人を設立し所得分散

※社員総会は医療法人の最高意

　思決定機関
（重要事項は社員総会の決議事項）

NO.3



※社員及び理事3名以上

※監事1名以上

NO.4

※株式会社は出資額に応じて議決権を有する

社 員 総 会

(最高意思決定機関）

理事会

理事長

【　医療法人社団　清水会　】

・監事



※社員総会が理事・監事を選任

※理事長が社団を総理する

NO.5

※院長は必ず理事



※基本的に職員・取引先の役員・

　理事親族・顧問税理士は不可

※二年毎に法務局 登記申請必要

※毎年決算後「資産総額変更」  

                 登記申請必要

※毎年、理事報酬改定可能

※理事退職金も「社員総会」で決議

《監  事》

NO.6

（運用は都道府県によって多少異なる）



※理事会で二年に一度 理事長選出

NO.7



NO.8

※定款変更は県の許認可事項

※その他　役員変更届出等



※「解散時の残余財産の帰属は国又

　 は地方公共団体に帰属」

  　(内部留保増→相続税関係なし）

※「本社団が解散した場合の残余財

　　産は、払込済出資額に応じて分

　　配するものとする」

    （内部留保増→相続税負担増）

           

※原則　後戻り不可

　（個人→　医療法人　→個人　×　）

(旧ﾓﾃﾞﾙ定款）

(新ﾓﾃﾞﾙ定款）

NO.9



NO.10


